
 

神戸市成年後見制度利用支援事業要綱 

 

制 定  平 成 1 8 年 ４ 月 １ 日 

保 総 計 第 1 6 6 号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は成年後見制度の利用にあたり，必要となる費用を負担することが困難で

ある者に対し，神戸市が行う助成について定めるものとする。 

 （対象者） 

第２条 助成の対象者は，民法（明治29年法律第89号。以下「法」という。）第７条の規定

による後見開始の審判，法第11条の規定による保佐開始の審判若しくは法第15条第１項の

規定による補助開始の審判（以下「後見等開始の審判」という）を受ける者のうち，原則

として市内に住所を有する者又は老人福祉法（昭和38年法律第133号）第32条，知的障害

者福祉法（昭和35年法律第37号）第28条及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和25年法律第123号）第51条の11の２の規定に基づき，市長が審判請求を行った者であっ

て，次のいずれかに該当するものとする。 

⑴ 生活保護を受けている者で当該審判の請求に要する費用等を負担することが困難で

あると市長が認める者 

⑵ その他当該審判の請求に要する費用等を負担することが困難であると市長が認める

者 

２ 前項の規定による助成対象者本人が死亡した場合は，その後見人，保佐人又は補助人（以

下｢後見人等｣という。）であった者が当該報酬を受領しておらず，かつ，本人の資産を当

該報酬に充当してなお不足が生じる場合に限り，当該後見人等であった者を助成の対象者

とする。 

 （対象費用） 

第３条 助成対象費用は，市長が行った後見等開始の審判請求にかかる費用及び後見人等の

報酬の全部又は一部とする。 

 （審判の請求費用の助成） 

第４条 審判請求費用の助成を受けようとする場合は，本人の財産目録，収支にかかる資料

を添付して，市長に申請するものとする。 

２ 市長は，前項の規定により提出された申請書類を審査し，その結果を申請者に通知する。 

３ 審判請求費用の助成は，当該審判の請求に要する費用について，本人に対する審判請求

費用の請求を行わないことで，助成に代えるものとする。 

（後見人等の報酬の助成） 

第５条 後見人等の報酬の助成を受けようとする場合は，家庭裁判所が発行する後見人等に

対する報酬付与の審判謄本の写し，本人の財産目録や収支にかかる資料，本人の居所や世

帯の状況にかかる資料を添付して，市長に申請するものとする。 

２ 市長は，前項の規定により提出された申請書類を審査し，その結果を申請者に通知する。 

３ 市長は，審査結果を通知した後，助成金を交付する。 

(申請者の報告義務) 



 

第６条 申請者は，本人の資産状況及び生活状況に変化があった場合には，速やかに市長に

報告しなければならない。 

(助成の中止) 

第７条 市長は，本人の資産状況もしくは生活状況の変化等により助成の理由が消滅したと

認めるときは，助成を中止する。 

(その他) 

第８条 この要綱の実施に関し必要な事項は，福祉局長が定める。 

   附 則 

 この要綱は，平成18年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成23年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成30年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 


